
木造住宅用標準納まり図を使用するにあたって 

（木造住宅建築確認申請用等の構造詳細標準図） 

 
 この標準納まり図は、木造住宅を設計・施工する場合や建築基準法に基づく建築確認申

請図書及び品確法（住宅の品質確保促進等に関する法律）に基づく設計住宅性能評価申請

図書の構造詳細図として利用していただくものです。特に、建築基準法や品確法などで明

示された仕様を中心に、次の 1～6 の標準的な取合いを納まり図としてまとめました。 
 これらの納まり図は、建築基準法や品確法で守らなければならない構造用面材、くぎ及

び接合金物などの種類や取付け方、部材の断面寸法、部材の架構方法などを部位ごとに具

体的に表しています。建築基準法や品確法などで決められた仕様（部材の種類や断面寸法

など）はできるだけ明示してありますが、設計者が決めなければならない仕様は（ ）内

に記入することによって、邸別ごとに利用できます。また、採用しない納まり図は×する

か、各項目の頭に○が記載してありますので、採用する納まり図には●のような目印をつ

けていただくことも可能です。 
 ただし、この標準納まり図は、画像処理が施されていますのでパソコン上での修正は一

切出来ません。よって、納まり図への寸法記入などは、印刷したものに手書きで記入して

いただくことになります。 
 
１．基礎の納まり図 

 この納まり図は、あくまでも標準的な納まり図です。基礎の設計は、敷地及び敷地の周

辺状況等について適切な現地調査を行う必要があります。この現地調査に基づいた地盤改

良等の措置や構造計算によって基礎の設計を行った結果、この標準納まり図の採用が可能

なものがあれば利用して下さい。 
 
２．床組及び屋根面の納まり図 

 品確法の床倍率（0.2～3.0）及び屋根面の倍率（0.1～0.7）ごとに納まり図を整理するこ

とによって、構造詳細図としての性格を持たせました。よって、建築基準法による建築確

認申請においては、床倍率及び屋根面の値はあくまでも参考値となりますが、これらの納

まり図を採用することによって、床組及び屋根面の強さを知ることが可能となります。 
 
３．耐力壁の納まり図 

 昭和 56 年建設省告示第 1100 号による大壁、真壁、準耐力壁等、土塗壁、面格子及び落

とし込み板壁の耐力壁を紹介しています。これらに使用する主な構造用面材、くぎ、ねじ、

部材の断面寸法及び部材の架構方法などは、建築基準法で明示された内容が紹介されてい

ます。また、隅部の納まりやＴ字部の納まりなど、現場などで苦労されている納まりも紹

介しています。 
 
４．接合金物との納まり図 

 平成 12 年建設省告示第 1460 号「木造の継手及び仕口の構造方法定める件」に基づく筋

かい端部、柱脚・柱頭及び小屋組各部の接合方法を具体的に紹介しています。柱脚及び柱



頭の納まりは、柱脚・上下階・柱頭の接合金物との取合いをＮ値（倍率）ごとに整理して

います。小屋組各部の接合方法は、当センター発行「木造軸組構法住宅の構造計画」の基

準風速に応じた接合金物の仕様を紹介しています。 
ただし、これらの接合金物は、全てＺマーク表示金物なので（公財）日本住宅・木材技

術センターの同等認定金物（Ｄマーク表示金物）や性能認定金物（Ｓマーク表示金物）な

ど、他の接合金物による場合は適宜追加して下さい。 
 品確法では、横架材相互や通し柱と横架材の取合いを接合部倍率で表示することになっ

ていますが、これらについても倍率ごとに紹介しています。 
 ホールダウン金物の取合いとして大変悩ましいのが筋かい、貫、真壁、土塗り壁及び面

格子壁との取合いです。これらについても推奨できる取合いを紹介していますので、現場

などでは参考になります。 
 
５．継手・仕口の納まり図 

 ここでは、一般的な木造住宅の継手・仕口を紹介しています。 
 
６．鉄筋コンクリート造（ＲＣ造）又は鉄骨造（Ｓ造）との納まり図 

 １階がＲＣ造又はＳ造で上階（2 階と 3 階）が木造の混構造住宅の土台とＲＣ造又はＳ

造との取合いを中心に紹介しています。 
ただし、土台を緊結するアンカーボルトの埋め込み長さやＳ造などの溶接部分は、構造

設計に応じた溶接長さなどを記入して下さい。 
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